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●　段階的な定年の引き上げのための意見の申出の概要


＜措置の概要＞


①　平成25年（2013年）から３年に１歳ずつ段階的に定年を引き上げ、平成37年度（2025年）に65歳定年


②　民間企業の高齢期雇用の実情を考慮し、60歳を超える職員の年間給与を60歳前の70％に設定


③　本府省の局長、部長、課長等、一定の範囲の管理職に役職定年制を当分の間導入


④　定年前の短時間勤務制、早期退職支援の充実など多様な働き方を用意�
�






～お知らせ～


　空知地方本部第16回定期大会の日程決定！　日程　2011年11月5日（土）10:00～


　　　　　　　   　 場所　岩見沢市　ホテル　サンプラザ








●　給与勧告


　①　月例給３年連続引き下げ　～　平均年間給与は△1.5万円（△0.23％）


　　　（月例給については、40歳～50歳台を重点的に引き下げ）


②　一時金については、民間が3.987月（被災県含まず）だが、改定の見送り


③　給与構造改革における現給保障措置を２段階で2013年度に全廃�
�
１　月例給与の較差　△0.23％（△899円）（昨年△0.19％、△757円）


　・　50歳台に重点を置いた俸給表の引き下げ改定


　　　（50歳台：最大△0.5％、40歳台後半層△0.4％、40歳台前半層で収れん）


　・　指定職俸給表の引き下げ改定（△0.5％）、医療職（一）の俸給表は据置き


　・　４月から改正法施行までの較差相当分を12月期の期末手当において調整（調整率は△0.37％）


２　給与構造改革における経過措置額（現給保障措置）の取り扱い


　給与構造改革における経過措置額（行政職（一）受給者平均約１万円）を平成24年度から２段階で廃止（平成24年（2012年）度差額の1/2（１万円上限）、平成25年（2013年）度全廃）。その原資により、給与構造改革期間に抑制してきた若年・中堅層の昇給を回復。











地本ニュースは道本部ＨＰ「単組・組合員専用」に掲載しています。単組の教宣作成時にご活用ください。


ユーザー名とパスワードは、道本部発行の機関紙「自治労北海道」一面“左下”に記載しています。











※　すでに発出した闘争指令に基づき、勧告日翌日の本日（10月3日（月））には、第2次全国統一行動（時間外集会）を実施し、全組合員の結集をお願いします。


【やむを得ず時間外集会が無理な単組は、この地本ニュースの配布（回覧）をお願いします。】














11人事院
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